
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

（注）　人件費には、特別職に支給される給与、報酬等を含みます。

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
       ２　職員数は、25年４月１日現在の人数です。
       ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には
　　　　　 当該職員を含んでいません。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）　１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
　　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。
　　　　２　政令指定都市平均とは、各政令指定都市のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　　３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与削減措置がないとした場合の値です。

※　平成26年４月１日のラスパイレス指数が、100を超えている理由及び改善の見込みについて

　平成26年４月１日のラスパイレス指数が100を超えているのは、静岡市が独自給料表を採用していること、年齢構成の違い等による
ものであると考えています。

人 件 費 率

(参考)一人当たり

6,812,516

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成25年１2月3１日）

　　　　　　％

人 件 費

　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

実 質 収 支

Ｂ／Ａ

　　　　　千円

269,506,052

6,475

　　計　　Ｂ

区　　分

　

　　　　　　Ａ

24年度の人件費率

千円

4,577

千円　　　　　千円

17,437,640 5,386,454

人

期末・勤勉手当給　 料

5,238,051

千円

29,636,610
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16.825年度
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(参考)政令指定
都市平均一人当

たり給与費

千円

6,619

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　　千円
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人　
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(4) 給与改定の状況
①月例給

（参考）

　　　　　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

（参考）

　　　　　　　

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成26年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

　静岡市 歳 人 円 円 円

 　 　うち清掃職員 歳 人 円 円 円

  　　うち学校給食員 歳 人 円 円 円

 　 　うち用務員 歳 人 円 円 円

　静岡県 歳 人 円 円 円

　国 歳 人 円 円

　政令指定都市平均 歳 人 円 円 円

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取組むと
されています。

　静岡市人事委員会の「平成26年　職員の給与等に関する報告及び勧告」において、「本年は、国の見直し内容を勘案した上で、他都
市の状況を見据え、本市の給与制度を精査し、改定すべき点を明確にする作業に取り組むこととし、その結果を踏まえ、平成27年に本
市の給与制度の総合的見直しを勧告することとする。」とされたことから、給料表の見直し等、給与制度の総合的見直しについては、静
岡市人事委員会の動向を注視してまいります。

政令指定都市平均

静岡市

390,316

較差

42.6

月

A-B

平 均 年 齢

438,412

454,767

平均給与月額
（国比較ベース）

326,611

371,159

75

公　　　　　　務　　　　　　員

平均
給料月額

362,022

362,071

平均給与月額
（A)

176

437,502

438,615

73

50.1

平均年齢 職員数

月月

0.15

43.5

26年度

区　　分

4.12

月

平均給与月額

（国比較ベース）

388,122

374,184

337,915

340,000

平均給与月額

42.3

335,000

328,318

51.9

51.4

379

382,301

1,337

360,566

―

360,695

405,451

421,442

（0.22％）

853円

（改定率）

％円

区　　分

0.22396,714 0.22

％

民間給与 較差

円

A

勧　告 給　与　改　定　率

年間支給月数勧　告

静岡県

41.7

357,779

―

400,295

335,900

287,992

318,044

人事委員会の勧告

4.103.95

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」
       は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

    民間の支給

A-BB

公務員給与

26年度
395,861

3,119

399,184

401,398

408,472

386,312

396,297

    公務員の

    支給月数　B    割合　　A （改定月数）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の26年４月分の給与額をラスパイレス比較
　　　して算出した平均給与月額です。

区　　分

441,498

0.17

53.4 234

52.5

52.2

47.8

国　の　改　定　率

％

0.27

国　の　年　間

支　給　月　数

月

4.10

区　　分

国

人事委員会の勧告

月

平均給料月額
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歳 円

歳 円

歳 円

※静岡市データは、すべて正規職員のみのものであるのに対し、民間のデータは臨時等の非正規職員のものを含んでおり、

　 年齢、業務内容、雇用形態、勤続年数等の点において完全に一致しているものではありません。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているものを使用しています。（平成23年度から25年度の３ヶ年平均）

　　なお、廃棄物処理従業員及び用務員については、都道府県別の数値が公表されていないため、全国平均のデータを使用しています。

※年収ベース（試算値）の「静岡市（C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、静岡市において

　 は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては平成25年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　 

　　　　③高等学校教育職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１「平均給料月額」とは、26年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ
　　　　ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除

　　　　いたもの）で算出したものです。

（2) 職員の初任給の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※技能労務職の初任給については、採用時の年齢によって131,200円～208,700円の範囲で決定することになっていま
す。

－

172,200

140,100

40.2

308,809

高　校　卒

－

大　学　卒

345,048

201,217

平均給与月額

国

362,622

円173,000

区　　　　　分

平均給与月額

静　岡　県

1.89

2.42

民　　　　間

1.756,896,800円

民間
（D)

C／D

年収ベース（試算値）の比較

54.3

平均年齢

288,100

3,414,700円

391,600

428,315

481,751

政令指定都市平均

38.8

－

257,900

平均給与月額

－

（国比較ベース）

高　校　卒

－

円

－

156,077

高等学校
教育職

199,800

－

－

静岡県

40

（国比較ベース）

清 掃 職 員

用 　務 　員

区　　分 平 均 年 齢

学校給食員

416,957

※高校卒（18歳）

国

（国比較ベース）

静　岡　市

43.7

高　校　卒

178,500

145,598

技能労務職

44.7

－

357,459

139,900

406,792

平 均 年 齢

413,751

1.58

静岡市

46.3

平均給料月額

395,091

区　　分

145,000

157,000

看護・保健職

342,771

314,720

139,900

－

142,978

－
消防職

大　学　卒

197,200短 大 ３ 卒

政令指定都市平均

大　学　卒

460,409483,918

310,584

45.5

44.2

平均給与月額

区　　分 平 均 年 齢

一般行政職

静岡市

36.7

政令指定都市平均

静岡市

46.5

447,920

平均給料月額

199,300

円

平均給料月額

315,397

区　　分 対応する
民間の類似職種

廃棄物処理業従業員

　調　理　士

平均給与月額
（B)

3,939,100円

参　　　考

1.57

静岡市
（C)

6,437,046円

6,660,198円

315,779

平均給与月額

2.11

431,323

Ａ／Ｂ

2,747,000円

－

平均給与月額

366,131

　用　務　員

180,158
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円
※１ 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況(平成26年４月１日現在）

（注）１「静岡市職員の給与に関する条例」に基づく給料表の職務の級の区分による職員数です。

      ２「標準的な職務内容」とは、それぞれの職務の級に該当する代表的な職務です。

  

414,847

403,675

－

437,892

円

527,800

円

550,600
局長

円

経験年数１０年

399,433370,019

360,673

443,612

－

425,883

396,760

416,330

210,940

431,574

322,200

４　　級
円

428,900

円

366,108

372,936284,729

245,670

311,983

－

351,550

－

364,064

経験年数３０年経験年数２５年経験年数２０年

1,152

円

247,900

円

最高号給の
給料月額

円

258,600

円

 ※　 技能労務職

人

321

％

高　校　卒

区　　　　分

高　校　卒

人

25.6

400,465

３　　級

１号給の
給料月額

円

課長・参事

人

人

参与

36.4

人

職員数

524

高等学校
教育職

※技能労務職については、採用時の年齢によって初任給が決定され、また採用時の年齢に個人差があるため、
　高校を卒業後直ちに採用された職員の標準的な給料月額を記載しました。
※１　経験年数10年の職員が少人数のため経験年数12年の職員の平均給料月額を掲載しています。

16.6

８　　級

－

416,702

－

373,300
消防職

342,880

短　大　卒

大　学　卒

％

10.1

1.6

大　学　卒

主事・技師

看護・保健職 短　大　卒

区　　分

部長・理事

0.6

大　学　卒

課長補佐・主幹

構成比

一般行政職

※高校卒（18歳）

人

１　　級

２　　級 主任主事・主任技師

％

％

標準的な職務内容

808

400,700

％

278,112

51

450,200

131,200

円

192,900

470,000

461,400

円

483,500

係長・副主幹･主査

322,100

円

362,300248

％

18

7.8
５　　級

1.3

人 ％

人

７　　級

％

６　　級
円

409,600

円

41

375,400

円

367,129

１級 16.6% １級 16.6% １級 15.9%

２級, 25.6% ２級, 25.6%
２級, 20.5%

３級 36.4% ３級 36.2%

３級 36.4%

４級 10.1% ４級 10.1%

４級 12.2%

５級 7.8% ５級 8.1%
５級 10.8%

６級 1.6% ６級 1.6% ６級 2.0%
７級 1.3% ７級 1.2% ７級 1.7%

８級 0.6% ８級 0.6% ８級 0.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

4



（2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　　　5～20％ 役職加算　　　　 　5～20％ 役職加算　　　　 　5～20％

管理職加算　　　20～25％ 管理職加算　　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職)

（2) 退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～45％加算) (2%～45％加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

 (3) 地域手当（平成26年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較する

　　　　ため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

102.9

　地域手当補正後ラスパイレス指数

　（ラスパイレス指数）

102.9

国静　　　　　　　　岡　　　　　　　　市

52.44

52.44

36.57

27.025

応募認定・定年 応募認定・定年

52.44

23,885

0.65

52.44

36.57

15

支給率

1,465

1.35

193

東京都（特別区）

医師・歯科医師職

5,666

調布市 1

支給対象地域等

15

1,596,521

1,519

30.82

国

-

自己都合 自己都合

30.82

１人当たり平均支給額（25年度）

21.62

0

2,039

1.45

　 勤勉手当については、６月期、12月期ともに0.675月分の支給割合を標準としています。
　 勤務実績が良好でないとされる事由に該当したときは、勤務実績が良好である場合の支給割合に100分の90、100分の80、100分
の70のいずれかの割合を乗じて支給割合を決定しています。

0.65

平成19年４月１日に給与構造改革を実施し、従来の1号給を４分割した給料表に切り替えました。
昇給の号給数は、次のとおりです。
   勤務成績が特に良好である職員　　５号給（３号給）以上
   勤務成績が良好である職員    ４号給（２号給）
   勤務成績が良好であると認められない職員　　３号給（１号給）以下
 　※文中（　）書は、55歳以上の職員（医師は57歳以上の職員）
　 勤務成績が特に良好である職員は、勤務評定により選考される昇任・昇格者を主に対象としています。

静　　　　　岡　　　　　県

2.60

1.45

１人当たり平均支給額（25年度）

27.025

2.60

静　　　　　岡　　　　　市

旧由比町地域

上記以外

2.60

43.70

1.35

52.44

1.45

12

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

支給実績（25年度決算）

8

国の制度（支給率）支給対象職員数

12

1.35

52.44

258,588

6

0
静岡市域

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

0.65

43.70

21.62

1818

6

13

5



　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算

　　　　出。）

 (4) 特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

　円

　％

―

―

202,370千円

736千円

29,912千円

37千円

9,501千円

行旅死亡人又は行旅病人の取扱業務に従事したとき

日額　320円

日額　120円～700円

―

日額　310円～800円

１当直　20,000円

1回　2,000円～3,000円

月額　3,800円～
　　　　　　90,000円

（病院又は診療所の医師
又は歯科医師である者に
は、給料月額の100分の2
～35に相当する額、研修

医を指導するもの等にあっ
ては月額5,000円、麻酔科
に勤務する医師にあって
は月額50,000を加算）

（保健所の医師である職員
のうち、管理職手当の支給
を受けないものには、月額

15,000円を加算）

日額　250円～300円

65千円

1,160千円

地域リハビリテーション推進センターに勤務する職員が身体
障害者又は知的障害者に係る相談、指導、判定等の業務に
従事したとき

児童相談所に勤務する職員が児童に係る相談、調査、判
定、指導等の業務に従事したとき

保健所、病院又は診療所に勤務する医師及び歯科医師で
ある職員並びに病院に勤務する診療放射線技師である職員
が、診察、検診、検疫、救護又は保健指導に従事したとき

1回　2,200円～6,000円

日額　240円～290円

日額　320円

保育所又は待機児童園の業務に従事したとき

8,415千円

2,688千円

日額　260円

日額　600円

日額　310円

環境保健研究所、保健所、保健福祉センター等に勤務する
職員が診療、検診、衛生検査等の業務に従事したとき

700千円

75千円

3,168千円

支給実績
（25年度決算）

主な支給対象職員、主な支給対象業務

福祉事務所に勤務する職員が、社会福祉法第15条第3項等
に規定する業務又は補助する業務に従事したとき

市営住宅家賃の滞納整理のために出張したとき

国民健康保険業務又は介護保険業務に従事する職員が、
保険料等の賦課、滞納整理等のために出張したとき

税務に従事する職員が、市税の調査、検査、滞納整理、処
分事務等のために出張したとき

家畜の伝染病が発生し、又は発生するおそれのある場合に
おいて、家畜に対する防疫作業に従事したとき

獣医師である職員が家畜の保健衛生業務に従事したとき

看護専門学校に勤務する職員が教務に従事したとき

保健所に勤務する職員が精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律第27条第1項等の規定に基づく業務に従事したと
き

こころの健康センターに勤務する職員が、診察の補助、相
談、指導等の業務に従事したとき

日額　400円

日額　310円～800円

左記職員に対する支給単価

日額　320円

税務業務手当

主務者　　日額　320円
補助者　　日額　150円

796,474

231,332

49.9

37 種類

社会福祉指導等業務手当

手当の種類（手当数）

社会福祉施設業務手当

精神保健福祉業務手当

障害者更正相談業務手当

児童相談業務手当

精神障害者医療保護業務
手当

検診・検査等業務手当

行旅死病人保護収容手当

家畜伝染病防疫作業手当

医務手当

支給実績（25年度決算）

救急医務手当

看護専門学校教務手当

1,185千円

―
医師である職員が救急医療当番日に当直勤務又は救急待
機したとき

医師である職員が緊急患者等の診療等に従事したとき

市営住宅管理業務手当

緊急医務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

家畜保健衛生業務手当

国民健康保険等業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

手当の名称

6



回転翼航空機の整備に係る業務に従事したとき

回転翼航空機の操縦に係る業務に従事したとき

職員が下記業務に従事したとき

１回　1,650円～3,300円

１当務　150円～500円

日額　300円

日額　150円

日額　780円～1,140円

１回　1,800円～3,600円

日額　200円

日額　120円～220円

消防職員が下記業務に従事したとき

ボイラー取扱業務

電気取扱業務

計量検査業務

警備業務

身体に有害なガスの発生を伴う業務若しくは特に危険性を
有する薬品を取り扱う業務に従事したとき

4千円

13千円

病院に勤務する助産師、看護師等の職員が、救急診療等の
ため、正規の勤務時間以外の時間において、待機を命じら
れ待機したとき

44,105千円

3千円

有害薬品等取扱手当

　動物園

病院又は診療所の病棟に勤務する助産師、看護師等の職
員が正規の勤務時間による勤務の全部又は一部が深夜に
おいて行われる看護等の業務に従事したとき

災害防除活動又はその訓練等の業務のため、回転翼航空
機に搭乗したとき

救急業務活動

消防活動

174,235千円

182,081千円

日額　200円

日額　200円

月額
給料月額に100分の9を乗

じて得た額(当該額が
30,000円に満たないとき
は、30,000円とする。)

日額　250円

日額　300円

日額　220円

日額　170円～250円

日額　100円～150円

1回　440円

　斎場

下記の施設に勤務する職員が当該施設における業務に
従事したとき

　競輪場

異動等により葵区役所井川支所の所管区域内に住居を移転
し、当該地域における業務に従事したとき

9,823千円

6,464千円

清掃作業に従事する職員がごみ、汚泥、し尿等の処理作業
に従事したとき

1,235千円

土木現場業務

用地買収等業務

26,765千円

7,888千円

消防手当

　1回　200円～800円

　1回　500円

79千円

―

清掃業務手当

昇降機の検査業務に従事したとき

消防職員が消防業務に従事したとき

職員が環境保全のための立入検査又は公害調査等の業務
に従事したとき

清掃作業に従事する職員が不法投棄物の処理又は浄化槽
の検査の業務に従事したとき

特殊危険物質又はその疑いがある物質による被害の危険が
ある区域内において作業に従事したとき

高所若しくは深所で行う作業又は海上における作業に従事
したとき

建築物等の査察指導業務

日額　1,600円

日額　250円

病院又は診療所に勤務する職員が診療、看護その他の患者
に接する業務に従事したとき 日額　190円～710円

(病院に勤務する医師又は
歯科医師が診療所の診療
業務等に従事したときは日
額10,000円、静岡市立の
病院以外の病院の応援業
務に従事したときは日額
20,000円、分娩業務に従
事したときは1回につき

10,000円を加算等)

 1時間  1,900円～2,470円
（空中機外活動の業務に

従事したときは、1回につき
870円（訓練時150円）を加

算）

日額　2,500円

日額　5,000円

その他市規則で定める手
当

特殊施設業務手当

特殊危険物質等作業手当

昇降機検査手当

特殊地域業務手当

日額　230円～470円

日額　500円～1,220円

病院勤務手当

22,979千円

夜間看護手当

159千円

45,709千円

高所等作業手当

航空手当

環境保全業務手当

不法投棄物処理業務等手
当

待機手当

出動手当

7



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。

　　　職員委任当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員

　　　数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。

（6) その他の手当（平成26年４月１日現在）

円

円

円

円

日額　 80円～300円

日額　130円

日額　150円

1時間  2,000円

日額　　200円

日額　450円～900円

日額　2,400円～3,200円

日額　2,400円～3,400円

日額　1,700円～3,400円
　 対外運動競技等において、生徒を引率して行う指導業務
　 で、泊を伴うもの又は週休日、休日等に行うもの

内容及び支給単価

特殊業務手当

支給実績

日額　1,500円～6,400円

国の制度と

（国）
月額12,000円を超
える家賃の支払者
　家賃月額により
　100円～27,000

円

（国）
通勤距離が片道２
Ｋｍ以上の職員に

支給

交通機関利用者
実費支給（上限

55,000円）

交通用具利用者
通勤距離により

2,000円～24,500円

（国）
　46,300円～
146,400円

13,904千円

教務主任等が、当該担当に係る業務に従事したとき

　 入学試験における受験生の監督、採点又は合否判定の
　 業務で週休日等に行うもの

　 部活動における生徒に対する指導業務で、週休日等に
　 行うもの

（25年度決算）

230,116

異なる内容

-

1,014千円

千円

―

―

1,235千円

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

緊急出動手当

3,706,437

605

バス、特殊作業用自動車の運転業務

道路補修等の土木作業

汚泥等の処理業務

兼務手当

教育業務連絡指導手当

国の制度

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

との異同

　 修学旅行等において、生徒を引率して行う指導業務で泊
　  を伴うもの

615

支給実績（25年度決算）

平均支給年額

管理職手当

自ら居住するため住宅を
借り受け月額10,500円を
超える家賃を支払っている
職員
100円～30,000円

異なる

扶養親族のある職員に支
給
扶養親族1人につき6,500
円～13,000円

異なる

641,562

住居手当 461,918

千円

925,922

扶養手当

千円

昼間授業又はその補助を本務として担当する職員が夜間授
業又はその補助勤務に従事したとき等

正規の勤務時間外の時間又は休日等において、管理者の
招集によって出動し、現場作業に従事したとき

3,775,868

同じ

手　当　名

77,381

（25年度決算）

千円

通勤のため交通機関・自
動車等を利用し、通勤距
離が片道２Ｋｍ以上の職
員に支給
　交通機関利用者
　実費支給

　交通用具使用者
　　通勤距離により
　　　2,500円～26,900円

異なる

1回　1,120円

308,768

高等学校に所属する教諭等が、下記に該当した場合

　 非常災害時等の緊急の業務

その他市規則で定める手
当

支給実績（24年度決算）

支給職員１人当たり

通勤手当 446,027

512,035

管理又は監督の地位にあ
る職員に対して、その職務
に応じて定められた額を支
給
　48,100円～149,900円
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円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成26年４月１日現在）

円 円／ 円

（

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

※１

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

※2 給料月額×在職月数×40/100

給料月額×在職月数×25/100

※１　算出額の50/100を減額する措置あり。

※２　平成23年７月７日を含む任期に係る退職手当は不支給。

初任給調整手当

採用による欠員の補充が
困難である医療職給料表
（１）適用職員に対して支
給
47,500円～306,000円

同じ - 千円592,346 3,006,831

11,280,000

管理又は監督の地位にあ
る職員が臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営
の必要により休日等に勤
務した場合に支給
　勤務1回につき　7,000円
～12,000円

-

千円

　　（25年度支給割合）

824,000

議 員

(注）　１　給料の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。
 　 　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
　　　　　（４年＝48月） 勤めた場合における見込額です。

19,200,000

1,250,000

　　（25年度支給割合）

副 市 長

副 市 長

1,179,000

退
職
手
当

期
末
手
当

議 長

市 長

3,220異なる

市 長

11,991

24,396

千円

同じ

（国）
支給額

勤務1回につき
4,200円～

　　　20,000円

議 員

義務教育教員特別手
当

-

-

-

  円）

1,000,000

高等学校及び幼稚園に勤
務する職員に支給
職務の級及び号給により
月額1,000円～8,000円

438,909

255,521定時制通信教育手当

異なる

高等学校で、定時制の課
程を置くものの校長及び教
員に支給
　給料月額の8％～10％

単身赴任手当

副 市 長

2,044

備　　　　考

11,668

1,428,000

勤務場所の異動等により
住居を移転し、配偶者と別
居し単身で生活することと
なった職員に対し支給
　職員と配偶者の住居の
距離により　23,000円～
68,000円

千円

千円

副 議 長

給

料

1,061,000
報

酬

（国）
支給額

　勤務1回につき
6,000円～

　　18,000円

給 料 月 額 等

500,000

任期毎

市 長

管理職員特別勤務手
当

500,000

3.90

953,000

議 長

1,148,000 810,000

区 分

3.90副 議 長

500,000

任期毎

75,492

（参考）政令指定都市における最高／最低額

千円

宿日直勤務を命ぜられた
職員に対し支給
　勤務1回につき　540円～
20,000円

500,000

663,000

735,000

宿日直手当

54,256

-

307,053

940,000
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　
人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　地方公共団体定員管理調査（総務省）の職員数です。

　　　３　[     ]内は、条例定数の合計です。

下水道

小　計

衛生

その他

576

4,546

186

65.87

組織体制の見直し・退職不補充

小　計

[        6,475］

水道部への人員補充

業務増

[        6,249］

86.49

906

＜参考＞

0

235

6

17

548

774

△ 6

597

組織体制の見直し・欠員不補充

病院

183

消防部門

△ 3

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

559

事務事業の統廃合縮小

91

585

1,133

716

889

総務

△ 36

業務増・葵待機児童園設置

6,217

169

45.21

組織体制の見直し・災害派遣終了

業務増

171

63.25

△ 2772

（政令市指定都市平均

1,138

△ 32

2

1,671

退職不補充

2

＜参考＞

業務増5

1,671

教育部門

118

182

計

一
般
行
政
部
門

△ 4

欠員不補充

582

6

水道

△ 2

0

3,088

対前年
増減数

116農林水産

△ 12

4,578

6,249

3,094

△ 32

商工

土木

合　　計

民生

21

平成26年

普
通
会
計
部
門

93

労働

680

180

議会

税務

11 業務増

平成25年

6

43.05

△ 1

△ 3

欠員不補充

主 な 増 減 理 由

232

22

職 員 数
　　　　　　　　区　　分

　部　　門

（政令市指定都市平均

＜参考＞

組織体制の見直し
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（2)年齢別職員構成の状況（平成26年４月１日現在）

(3)職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

（単位：人・％）

過去5年間の
増減数（率）

（▲4.9％）

（▲5.1％）

（▲0.4％）

（▲6.7％）

（　2.4％）

（▲20.7％）

２５年

3,094

43歳

40歳

39歳

48歳

～

52歳44歳

～

24歳 32歳

59歳

777

4,805

763

864 810

47歳31歳

計～ ～

51歳 55歳
～

35歳

～

以上

人人人人 人

6,21766

２５年

4,689

1,671

3,104

688 681

680

772

２３年

▲ 184

1,671

4,5464,658

1,671

672

16

6,3606,389

771756消　防

1,679

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

1,653 1,667

6,458 6,337

　　　　　　　　　年度

　部門別

798 716777

人人

２１年 ２２年

4,722

6,249

～

教　育

22

人
職員数

区　分

未満

20歳 28歳

27歳

人

２４年

人

569 542

56歳

725

～

23歳

683

人

546

18

36歳

3,088

▲ 259

一般行政 3,120

60歳20歳

人

706

6,217

3,185 3,149

774

4,578

317

人

～

▲ 91

▲ 241

～

0

5

10

15

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3

2
4
～
2
7

2
8
～
3
1

3
2
～
3
5

3
6
～
3
9

4
0
～
4
3

4
4
～
4
7

4
8
～
5
1

5
2
～
5
5

5
6
～
5
9

6
0
歳
以
上

構成比

５年前の

構成比

%
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

決算（「平成25年度地方公営企業決算状況調査」より）

職員給与費 　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費278,372千円を含んでいません。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、26年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　上記数値は、「平成25年度地方公営企業決算状況調査」に基づき算出したものです。
　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（25年度支給割合） （25年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　 －

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 －

役職加算　　　5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。　
　　　

イ　退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 自己都合

勤続２０年 月分 月分 － 月分 － 月分

勤続２５年 月分 月分 － 月分 － 月分

勤続３５年 月分 月分 － 月分 － 月分

最高限度額 月分 月分 － 月分 － 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～45％加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

25年度

1,570

366,274

応募認定・定年

千円

2.60

静　　　　　　　　　　　岡　　　　　　　　　　　市

　　計　　Ｂ

548,376静 岡 市

44.9

基本給

１人当たり平均支給額（25年度）

1.45

25年度
千円

千円　

める職員給与費比率

　質収支

1,277,788

職員数

人

区　　分

％

9,119,821

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める区　　分 純損益又は実

千円

給　 料 職員手当

総費用

Ｂ　

　　　　千円

Ａ  

千円　

15.1

職員給与費比率

％

－

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額です。

23,53924,834

平均月収額

358,356

平　均　年　齢

550,452

静　　　　　　　　　　　岡　　　　　　　　　　　市 政令指定都市平均

44.4

741,755

　　　　　　区　　分

30.82

21.62

政令指定都市平均

1.35

52.44

1,485

１人当たり平均支給額（25年度）

政令指定都市平均

千円

14.0

36.57

43.70

52.44

172,022 1,046,302

52.44

0.65

千円

24年度の総費用に占

159 627,350

　　　　　　Ａ

自己都合 応募認定・定年

27.025

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり

　　　　給与費 　　B/A

（参考）政令指定都市平
均一人当たり給与費

6,755

千円

6,581246,930

期末・勤勉手当
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ウ　地域手当（平成26年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。

　　　職員委任当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員

　　　数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成26年４月１日現在）  

円

円

（25年度決算）

主な支給対象職員、主な支給対象業務

取水場又は浄水場の業務に従事したとき

63千円

1,154千円

―

―

―

1回　1,120円

日額　200円
又は　1回　300円

左記職員に対する支
給単価

1,392

43,507

18.1

8種類

日額　170円～280円

日額　150円

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

平均支給年額
支給職員１人当たり

214,517

293,842

内容及び支給単価

管理者から電気主任技術者に命ぜられ、電気工作物の工事
等に係る保安監督の業務に従事したとき

出張による滞納整理に従事したとき

検針又は水量の異常調査に従事したとき

同じ

緊急出動手当

21,023

支給実績
（25年度決算）

8千円

手当の名称

50,451

危険作業手当

0

日額　150円

―
日額　400円

自ら居住するため住宅を借り受
け月額10,500円を超える家賃

を支払っている職員
100円～30,000円

扶養親族のある職員に支給
扶養親族1人につき6,500円～

13,000円

支給実績（25年度決算）

支給率

扶養手当

（25年度決算）

主任者手当

停水処分手当

-

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

千円

支給実績

支給実績（24年度決算）

同じ

支給対象職員数

0

63,337支給実績（25年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

滞納整理手当

0

手当の種類（手当数）

用地買収折衝手当

水量点検手当

42,913

325

支給実績（25年度決算）

住居手当 千円

日額　300円

日額　400円
又は　1件　510円

地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定な箇所で行
う高層建築物等の工事現場における監督、測量等の作業な
どに従事したとき

167千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

手　当　名

411

正規の勤務時間外の時間又は休日等において、管理者の
招集によって出動し、現場作業に従事したとき

停水執行等に従事したとき

用地買収折衝の事務に従事したとき

-

一般行政職
の制度との

異動

現場手当

245,216支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

静岡市域
旧由比町地域

一般行政職
の制度と異な

る内容

11,460

支給対象地域

上記以外 6 159 6
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円

円

円

円

円

　(2)　下水道事業

  　① 職員給与費の状況

決算（「平成25年度地方公営企業決算状況調査」より）

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費559,331千円を含んでいません。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、26年３月３１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成26年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　上記数値は、「平成25年度地方公営企業決算状況調査」に基づき算出したものです。
　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

25年度

25年度

17,039

千円-

― 千円 0

宿日直勤務を命ぜられた職員
に対し支給

　勤務1回につき　540円～
20,000円

勤務場所の異動等により住居
を移転し、配偶者と別居し単身
で生活することとなった職員に

対し支給
　職員と配偶者の住居の距離
により　23,000円～68,000円

管理又は監督の地位にある職
員に対して、その職務に応じて

定められた額を支給
　48,100円～149,900円

管理職手当

通勤のため交通機関・自動車
等を利用し、通勤距離が片道２

Ｋｍ以上の職員に支給
　交通機関利用者

　実費支給

　交通用具使用者
　　通勤距離により

　　　2,500円～26,900円

6,208

　　　　　　区　　分

千円

180 694,152

43.5

平均月収額

563,538371,541

静 岡 市

310,638

千円

1,117,484

352,398

　　　　給与費 　　B/A　　計　　Ｂ

517,354

6,775

45.0

通勤手当 千円

千円人

政令指定都市平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

（参考）一人当たり

千円

平　均　年　齢 基本給

千円

職員数区　　分

同じ

千円　

　質収支

154,173

　　　　　　Ｂ／Ａ

区　　分

千円
管理職員特別勤務手
当

同じ 0

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

- ―

260,280

903,50319,877-

-

宿日直手当

単身赴任手当 同じ

104,532

千円同じ

同じ 260

管理又は監督の地位にある職
員が臨時又は緊急の必要その
他の公務の運営の必要により
休日等に勤務した場合に支給
　勤務1回につき　7,000円～

12,000円

-

職員給与費比率

6.4

千円

269,159

総費用

Ａ  

千円

17,548,772

職員給与費

Ｂ　

千円　

1,130,472

24年度の総費用に占

める職員給与費比率

％

7.3

純損益又は実 総費用に占める

（参考）政令指定都市平
均一人当たり給与費

％
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 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（25年度支給割合） （25年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　 －

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 －

役職加算　　　5～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。　

イ　退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 自己都合

勤続２０年 月分 月分 － 月分 － 月分

勤続２５年 月分 月分 － 月分 － 月分

勤続３５年 月分 月分 － 月分 － 月分

最高限度額 月分 月分 － 月分 － 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～45％加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

ウ　地域手当（平成26年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

　円

　％

応募認定・定年

―

366千円

76千円

―

支給実績
（25年度決算）

緊急出動手当

不快作業手当

左記職員に対する支
給単価

主な支給対象職員、主な支給対象業務

2,760千円
現場手当

1.35

日額　150円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額です。

静　　　　　　　　　　　岡　　　　　　　　　　　市

24,221

用地買収折衝手当

主任者手当

2.60

静　　　　　　　　　　　岡　　　　　　　　　　　市 政令指定都市平均

自己都合

地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定な箇所で行
う高層建築物等の工事現場における監督、測量等の作業な
どに従事したとき

日額　200円
又は　1回　300円

1回　1,120円

日額　470円～620円

3,239

244,966

30.82

手当の名称

日額　300円

日額　150円

日額　400円

日額　280円～900円

―

―

水量点検手当 検針又は水量の異常調査に従事したとき
37千円

滞納整理手当

支給実績（25年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

支給対象地域

東京都（特別区） 18

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

52.44

１人当たり平均支給額（25年度）

1

応募認定・定年

27.025

36.57

52.44

52.44

22,229

１人当たり平均支給額（25年度）

8種類

24.4

68,907

一般行政職の制度（支給率）

下水管きょ内の作業等に従事したとき

用地買収折衝の事務に従事したとき

管理者から電気主任技術者に命ぜられ、電気工作物の工事
等に係る保安監督の業務に従事したとき

出張による滞納整理に従事したとき

浄化センターの業務等に従事したとき

18

6

47,278

6 175

支給率 支給対象職員数

43.70

正規の勤務時間外の時間又は休日等において、管理者の
招集によって出動し、現場作業に従事したとき

危険作業手当

支給実績（25年度決算）

1.45

－

0.65

21.62

1,451 1,560

政令指定都市平均

静岡市域
旧由比町地域

上記以外

0 0 0
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。

　　　職員委任当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員

　　　数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成26年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

管理又は監督の地位にある職
員が臨時又は緊急の必要その
他の公務の運営の必要により
休日等に勤務した場合に支給
　勤務1回につき　7,000円～

12,000円

宿日直勤務を命ぜられた職員
に対し支給

　勤務1回につき　540円～
20,000円

勤務場所の異動等により住居
を移転し、配偶者と別居し単身
で生活することとなった職員に

対し支給
　職員と配偶者の住居の距離
により　23,000円～68,000円

管理又は監督の地位にある職
員に対して、その職務に応じて

定められた額を支給
　48,100円～149,900円

通勤のため交通機関・自動車
等を利用し、通勤距離が片道２

Ｋｍ以上の職員に支給
交通機関利用者・・・実費支給

交通用具使用者・・・通勤距離
により2,500円～26,900円

自ら居住するため住宅を借り受
け月額10,500円を超える家賃

を支払っている職員
100円～30,000円

扶養親族のある職員に支給
扶養親族1人につき　6,500円

～13,000円

―

―

―

平均支給年額
支給実績

扶養手当 同じ -

-

同じ

- 15,557

0

0

-

18,128 千円

一般行政職
の制度との

異動

一般行政職
の制度と異な

る内容

支給実績（24年度決算） 32,041

支給実績（25年度決算）

（25年度決算）

-

231,843

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

101,843

16,693 千円 927,400

単身赴任手当 同じ

管理職員特別勤務手
当

同じ

35,319

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 202

宿日直手当

千円 317,480住居手当 同じ

同じ

支給職員１人当たり
手　当　名

182

内容及び支給単価 （25年度決算）

0

管理職手当 同じ -

通勤手当 -

23,184 千円
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